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株主の皆様へ

株主の皆様におかれましては、平素より格別のご高

配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、平成25年３月期第２四半期連結累計期間（平

成24年４月１日から平成24年９月30日まで）の事業の

概況をとりまとめましたので、ここにご報告申し上げ

ます。

当社グループを取り巻く経営環境は、海外では欧州

債務危機やそれに伴う円高等の不安定要因が依然とし

て継続しているものの、国内では堅調な個人消費や震

災の復興需要等による設備投資の緩やかな持ち直しに

よって回復基調となり、IT市場においても情報セキュ

リティに対する新たな脅威の出現により、セキュリテ

ィレベルを強化する動きが顕在化し、比較的安定的な

成長が持続しました。そのような中、当社はこれまで

以上に技術開発・営業・マーケティングの強化に継続

的に注力いたしました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の当社グルー

プ全体の売上高は1,351,726千円（前年同期比101.8%）、

営業利益は272,813千円（前年同期比72.2%）、経常利益

は274,694千円（前年同期比72.7%）、四半期純利益は

166,235千円（前年同期比80.4%）となりました。
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売上高は、公共向け市場における前期の大型案件受

注の影響により、前年同期比では横ばいで推移してお

ります。当該大型案件の影響は当期業績予想には織込

み済みであり、その他の市場及び案件に対して組織的

な拡販活動を推進した結果、売上高、利益額ともに当

期間における業績予想を上回る結果となりました。

当第２四半期連結累計期間の各市場の業績は次の通

りです。

企業向け市場におきましては、主力商品であるWeb

フィルタリングソフト「i-FILTER」及び電子メールフ

ィルタリングソフト「m-FILTER」の販売は順調に推

移しており、当社のストック型ビジネスモデルの基盤

を成しております。特に「m-FILTER」は、昨今の情

報漏洩対策へのニーズの高まりを受け販売を促進した

結果、好調に伸長し、継続して引き合いが増加してお

ります。また、企業向けを中心にクラウドサービスの

ニーズが年々高まっており、「i-FILTER」ならびに

「m-FILTER」のクラウドエディションも好調に推移い

たしました。

当第２四半期連結累計期間の連結売上高における製

品別構成比は、「i-FILTER」79.9%、その他製品20.1%
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となり、「i-FILTER」以外の売上高構成比が20%を超

えるまでに成長し、情報セキュリティメーカーとして

順調に業績を伸ばしております。

これらの取り組みの結果、当第２四半期連結累計期

間における企業向け市場の売上高は684,281千円（前年

同期比111.8%）となりました。

公共向け市場におきましては、前述の前期の大型案

件受注の影響により前年同期比では減収となっている

ものの、継続して中央省庁向け及び地域に密着した営

業活動を展開した結果、官公庁や地方自治体に対する

販売が順調に進みました。

これらの取り組みの結果、当第２四半期連結累計期

間における公共向け市場の売上高は527,283千円（前年

同期比90.0%）となりました。

家庭向け市場におきましては、当期より本格的な有

料サービスを開始したWebフィルタリングソフト「i-フ

ィルター」のスマートフォン向けアプリについて、ユ

ーザーの加入促進を図るため携帯電話会社と連携し、

携帯電話会社の料金と同時に利用料を請求する仕組み

の開始などの施策を実施いたしました。

また、携帯電話販売事業者（携帯ショップ）のチャ
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ネルを利用した販促活動を本格始動いたしました。当

該アプリのダウンロード件数は、当第２四半期会計期

間で約８千件増加し、累計で５万８千件を超えました。

これらの取り組みの結果、当第２四半期連結累計期

間における家庭向け市場の売上高は140,161千円（前年

同期比107.6%）となりました。

海外における活動につきましては、情報セキュリテ

ィメーカーとしての活動領域を広げるべく、平成24年

６月に海外での優良ベンチャーの発掘、共同事業や

M&Aを積極的に検討するため、米国にDigital Arts

Investment, Inc.を設立いたしました。また、米国なら

びに英国の子会社にて各言語に対応したフィルタリン

グデータベースの収集業務を行っておりますが、当第

２四半期までに英語と欧州言語が現地類似製品の品質

を超えるまでになり、順調にグローバル化の準備を推

進しております。

引き続き、ご利用いただいている企業等の皆様のニ

ーズを把握しながら、随時製品に反映させていくこと

で、お客様の弊社製品に対する支持を確実にし、製販

一体体制のもと、当社グループ一丸となって業績の向

上に努めてまいります。
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株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支

援を賜りますよう、心からお願い申し上げます。

デジタルアーツ株式会社

代表取締役社長 道具　登志夫
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第２四半期連結会計期間末
（平成２４年９月３０日）科　　目

金　　額

（資　産　の　部）
２，８８６，３７８流 動 資 産
１，９６０，６４０現 金 及 び 預 金
７１６，３７２受 取 手 形 及 び 売 掛 金
１００，７４４有 価 証 券
１１，１６８製 品
９７，４５０そ の 他

１，３７０，５０１固 定 資 産
１４１，７７４有 形 固 定 資 産
７２，１９６建 物
１，８１８車 両 運 搬 具
６７，７５８工 具、 器 具 及 び 備 品
７１０，５４７無 形 固 定 資 産
５５８，５０７ソ フ ト ウ エ ア
１５２，０４０そ の 他
５１８，１８０投 資 そ の 他 の 資 産
５１８，１８０そ の 他
４，２５６，８７９資 産 合 計

（負　債　の　部）
８９４，０６２流　 動　 負　 債
１，９４２買 掛 金

１１８，３７９未 払 法 人 税 等
９５，９８５賞 与 引 当 金
４２４，６６４前 受 金
２５３，０９０そ の 他
３２，１１１固 定 負 債
３１，２１８資 産 除 去 債 務
８９２そ の 他

９２６，１７４負 債 合 計

（純　資　産　の　部）
３，２１１，９７４株 主 資 本
７１３，５９０資 本 金

 ７００，２２２資 本 剰 余 金
１，９７８，６７９利 益 剰 余 金
△ １８０，５１８自 己 株 式
１１８，７３０新 株 予 約 権
３，３３０，７０５純 資 産 合 計
４，２５６，８７９負 債 ・ 純 資 産 合 計

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

連結貸借対照表
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（単位：千円）

第２四半期連結累計期間

自　平成２４年４月１日（至　平成２４年９月30日）科　　目

金　　額

１，３５１，７２６売 上 高

３５５，６２３売 上 原 価

９９６，１０２売 上 総 利 益

７２３，２８９販売費及び一般管理費

２７２，８１３営 業 利 益

営　 業　 外　 収　 益

４７０受 取 利 息

１６３受 取 手 数 料

　６７５為 替 差 益

　８６９未 払 配 当 金 除 斥 益

１９雑 収 入

２，１９８営 業 外 収 益 計

営　 業　 外　 費　 用

３１７株 式 交 付 費

３１７営 業 外 費 用 計

２７４，６９４経 常 利 益

特 別 利 益

５，１７７新 株 予 約 権 戻 入 益

５，１７７特 別 利 益 計

特 別 損 失

５０８固 定 資 産 除 却 損

５０８特 別 損 失 計

２７９，３６３税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益

１１３，１２８法 人 税 等

１６６，２３５少数株主損益調整前四半期純利益

１６６，２３５四 半 期 純 利 益

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

連結損益計算書
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会社の概要（平成24年９月30日現在）

デジタルアーツ株式会社

Digital Arts Inc．

平成７年６月21日

東京都千代田区大手町1－5－1
大手町ファーストスクエア ウエストタワー14階

インターネットセキュリティ関連ソフトウェアの
企画・開発・販売

713, 590, 262円

連結173名（単体172名）

株式会社アイキュエス

［米国子会社］
Digital Arts America, Inc.
Digital Arts Investment, Inc.

［英国子会社］
Digital Arts Europe Ltd

―８―

商 号

英 文 社 名

設 立

本社所在地

事 業 内 容

資 本 金

従 業 員 数

グループ会社

役　　　員（平成24年９月30日現在）

道　具　登志夫

高　橋　則　行

眞　田　久　雄

今　井　賢　司

庄　司　勇　木

若　井　修　治

窪　川　秀　一

上　杉　昌　隆

代表取締役社長

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

常 勤 監 査 役

監 査 役

監 査 役

株式の状況（平成24年９月30日現在）

会社が発行する株式の総数 450, 360株

発行済株式の総数 141, 330株

株主数 9, 031名



大株主（平成24年９月30日現在）

株主名 持株数（株） 議決権比率（％）

道具　登志夫 45, 072 31. 89

ＤＡＭ株式会社 6, 800 4. 81

デジタルアーツ株式会社（自己株式） 3, 100 2. 19

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2, 651 1. 88

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2, 526 1. 79

株式会社サン・クロレラ 1, 620 1. 15

個人株主 1, 178 0. 83

楽天証券株式会社 1, 040 0. 74

個人株主 1, 028 0. 73

松井証券株式会社 854 0. 60
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所有者別株式分布（平成24年９月30日現在）

所有者区分 株主数（名） 株式数（株） 株式数比率（％）

個人・その他 8, 948 118, 626 83. 94

政府・地方公共団体 1 15 0. 01

金融機関 5 5, 860 4. 15

その他国内法人 46 9, 874 6. 99

外国人 15 497 0. 35

証券会社 15 3, 358 2. 38

自己株式 1 3, 100 2. 19

合計 9, 031 141, 330 100. 00



株　主　メ　モ
４月１日から翌年の３月31日まで

６月に開催いたします。

定時株主総会の議決権　３月31日
期末配当金　　　　　　３月31日
中間配当金　　　　　　９月30日

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

東京都杉並区和泉二丁目８番４号
（〒168- 0063）

三井住友信託銀行株式会社
証券代行部
TEL  0120- 782- 031（フリーダイヤル）

取次事務は三井住友信託銀行株式会
社の本店および全国各支店でおこなっ
ております。

電子公告
電子公告掲載のホームページアドレス
http://www.daj.jp/ir/stock/notification/

電子公告ができない場合の公告掲載新聞
日本経済新聞

事 業 年 度

定時株主総会

基 準 日

株主名簿管理人

郵便物送付先

（電話問合せ）

公 告 の 方 法

住所変更・配当金振込指定等のお申出先について

株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
なお、証券会社等に口座がないため特別口座が開設されました株主様は、特
別口座の口座管理機関である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

未払配当金の支払について

株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

配当金のお受取り方法について

配当金を配当金領収書でお受取りの株主様には、確実に配当金をお受取りい
ただける口座振込のご利用をおすすめいたします。ご希望の株主様は、お取
引の証券会社（特別口座に記録されている株主様は特別口座管理機関である
三井住友信託銀行株式会社）へ所定の用紙をご請求の上、お申込みください。

デ ジ タ ル ア ー ツ 株 式 会 社
www.daj.jp

〒100-0004 東京都千代田区大手町1-5-1
大手町ファーストスクエア ウエストタワー14階
TEL 03-5220-1160   FAX 03-5220-1060


